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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．令和５年度北海道開発予算概算要求の概要



【５つの柱】

１．生産空間の維持・発展による
食料安全保障、観光振興への
更なる貢献

２．日本海溝・千島海溝沿いの巨
大地震への対応を含む、国土
強靭化の強力な推進

３．ゼロカーボン北海道等の実現

４．「民族共生象徴空間（ウポポ
イ）等を通じたアイヌ文化の
復興・創造及び国民理解の促
進

５．北方領土隣接地域振興対策

国土交通省HP 北海道局関係予算概算要求概要

令和５年度北海道開発予算 概算要求・要望額総括表

https://www.mlit.go.jp/page/content/001498752.pdf
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(81北海道開発局)河畔林の有効活用について（木材バンク）

これまで北海道開発局、北海道が個別で実施してきた河道内伐採木の
有効利用の取組について、バイオマス資源として更なる活用推進を図り、カーボンニュートラルへ寄与するため、一般者
及びバイオマス発電及びボイラー事業者等へ向けて、全道一括した情報提供を行う取組を開始した。

【背景】
○洪水氾濫防止対策として河畔林の樹木伐採を実施しているが、昨今その伐採木の一部をバイオマス資源として有効
活用されてきているところ

○温室効果ガスの排出削減計画における目標を政府は２０３０年度までに４６％削減（2013年度比）と宣言
○目標達成に向けた「ゼロカーボン北海道」における取組のひとつとして、河道内の伐採木について、バイオマス資源とし
て有効活用が期待されている

バイオマス事業者（発電・ボイラー等）等

チップ化 発電等燃料等として利用
バイオマス資源として活用することで
カーボンニュートラルへ寄与

木材バンク
河道内から発生する伐採木に関する
情報を一元的に収集し提供
（予定数量、時期等）

発生する木材を有
効活用したい

情報提供 情報提供

燃料等の資源を
確保したい

河川管理者

樹木伐採 集積した伐採木
河道内の樹木は洪水時の流水の流下阻害
になることから伐採が必要
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北 海 道 開 発 局
(81北海道開発局)発生木材バイオマス資源情報共有ＷＴ

活動 ○第１段階として、それぞれの情報を掲載するホームページを連携させる。
○バイオマス事業者のニーズ等を踏まえ、更なる改善の可能性を検討する。

目的 ○河川管理及び森林管理において発生するバイオマス資源の利用を促進させる
ため、伐採木や林地未利用材等の情報発信面での連携を目指す。

開発局経済産業局 環境事務所 北海道運輸局森林管理局農政事務所総合通信局

：資源エネルギー環境部 環境・リサイクル課
：生産経営産業部 事業支援課
：総務企画部 企画課○
：建設部 河川管理課◎
：水産林務部林務局林業木材課・森林環境局道有林課、建設部建設政策局維持管理防災課

経済産業局
農政事務所
森林管理局
開 発 局
北 海 道

担当

開発局と北海道は、個別に実施してきた
河道内樹木の伐採木のバイオマス事業者
等への提供に関し、全道一括の情報発信
(木材バンク)を開始。

伐採前 伐採後

【
河
川
管
理
者
】

森林管理局と北海道は、森林管理の
中で発生する林地未利用材、工事支障
木、風倒被害木等の発生情報をバイオ
マス事業者等に向けて発信。

林地内にある集材を伴う未利用材 集材不要の未利用材

【
森
林
管
理
者
】

経済産業局
農政事務所

市町村や発電事業者等とのネットワークを活かした
「プッシュ型の情報提供」 と 「ニーズ等の把握」

○第1回WT（R4.6.23）
・農政事務所の参加
・今後の活動内容について協議

○ホームページの連携開始
（R4.4.12、R4.6.28）

活動状況

森林管理河川管理

森林管理局

木材
バンク

北海道

開発局

北海道
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港湾におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組

出典）令和５年度 港湾局関係予算概算要求概要（R4.8 国土交通省港湾局） 4



港湾におけるカーボンニュートラル実現に向けた取組

こ出典）令和５年度 港湾局関係予算概算要求概要（R4.8 国土交通省港湾局） 5



○ 苫小牧港は国内第４位の海上取扱貨物量を扱うとともに、その背後地に広大な工業団地を有し、エネルギー関連産業をはじ
めとする多くの企業が立地する国際拠点港湾

○ 苫小牧港において、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて「カーボンニュートラルポート（CNP）」を形成するこ
とで、我が国全体の脱炭素社会の実現に貢献するため、「苫小牧港カーボンニュートラルポート検討会」を開催

○ 次世代エネルギーの将来需要の推計や利活用の方策とともに、これらに必要となる港湾の施設の規模・配置等について検討

苫小牧港カーボンニュートラルポート検討会の概要

【関係団体】（８月末現在）
道央船主協会、苫小牧漁業協同組合、苫小牧港エージェント会、苫小牧港二水会、協同組合苫小牧タグセンター、苫小牧地区倉庫協会、苫小
牧通関業者協議会、北海道港運協会苫小牧支部、室蘭地区トラック協会
【民間事業者】
出光興産株式会社北海道製油所、井本商運株式会社、王子製紙株式会社、川崎汽船株式会社、株式会社商船三井、商船三井フェリー株式会
社、石油資源開発株式会社、苫小牧港開発株式会社、苫小牧国際コンテナターミナル株式会社、株式会社苫東、トヨタ自動車北海道株式会社、
日本CCS 調査株式会社、日本郵船株式会社、北海道電力株式会社
【関係行政機関】苫小牧市
【ほかオブザーバー】

【事務局】北海道開発局港湾空港部、苫小牧港管理組合

開催時期 検討内容

令和４年１月２４日
（第１回ＣＮＰ検討会）

• 開催趣旨の確認、国交省・苫小牧市の取組紹介
• 今後の進め方、CNPの形成に向けた検討の方向性の確認

令和４年５月２０日
（第２回ＣＮＰ検討会）

• CNP形成に向けた基礎調査結果の共有
• 先進事例の紹介

令和４年８月４日
（第３回ＣＮＰ検討会）

• ＣＮＰ形成計画の骨子案と方向性の提示
• 構成員との意見交換

苫小牧港CNP検討会の構成員等

CNP検討会の開催状況等

補足）北海道内では、他に令和４年６月２７日に第１回室蘭港カーボンニュートラルポート協議会が開催されている。 6



【基本方針】
１．浚渫土砂の有効利用により、
土砂処分による環境負荷の低減を図る。

２．背後盛土により、防波堤構造物の
安定性向上とコスト縮減を図る。

３．背後盛土上に藻場を造成し、
新たな水生動植物の生息環境を創出する。

釧路港

【位置図】
島防波堤

©Airbus DS 2016

釧路港 島防波堤位置図

釧路港 島防波堤イメージパース

釧路港 島防波堤 断面

【事業内容】
・島防波堤背後藻場部 実証試験区間１００ｍ

※令和3年度より、残り１０００m区間を整備

釧路港エコポート事業の概要（ブルーカーボン生態系の創出）

注）ブルーカーボン

光合成等により海洋生態系に取り込まれた炭素が「ブルーカーボン」
と呼ばれており、吸収源対策の新しい選択肢とされている。
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釧路港島防波堤での藻場の創出によるＣＯ２貯留効果

浅場における藻場の生育状況（試験区間）浅場の造成イメージ

○北海道開発局は、釧路港エコポート事業として、島防波堤背後に浚渫土砂の再利用による
コスト縮減と合わせて浅場を設け、海藻類等を生息させるプロジェクトを実施中。

○試験区間（3,600m2）における海藻類によるCO2貯留（ブルーカーボン）は、少なくとも
年間0.53kg/m2、約1.9ton/年の効果があると試算。

○試験区間の藻場によるCO2吸収量は、単位面積当たりで比較すると、森林における吸収量
の2.4倍の効果があると推計。

試験区間 3,600m2
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北 海 道 開 発 局

50

59

15 3

〇次世代自動車の普及を促進させるため、北海道開発局、北海道、北海道地方環境事務所、
北海道経済産業局を構成員とするワーキングチームを設置しており、道の駅設置者である
市町村や道の駅管理者と連携して「道の駅」に急速ＥＶ充電施設の設置を目指す。

○設置意義等の普及啓発及び相談対応や整備事例、活用可能な国の補助金の情報提供等に
取り組む。

〇現在、北海道における「道の駅」での急速ＥＶ充電施設は、１２７駅のうち５３駅で設置済み。

道内「道の駅」の急速EV充電施設
設置率は約４割（53/127）

「道の駅」を活用した次世代自動車普及促進

【設置例】道の駅おとふけ

：建設部道路計画課◎
：地域経済部製造・情報産業課、資源エネルギー環境部資源エネルギー環境課
：環境対策課
：環境生活部ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ推進局ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ戦略課、経済部環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ局環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ課、建設部建設政策局建設政策課

開 発 局
経済産業局
環境事務所
北 海 道

担当

国道・
設置

道道・
未設置

道道・設置

国道・
未設置

○第1回WT（R4.4.26）
・今後の活動内容について協議。

○市町村への普及促進活動。
（R4.5～）
・市町村に対して整備事例、補助金
の情報提供や課題についてヒアリ
ング。（179市町村）

○第2回WT（R4.7.26）
・普及促進活動で得た課題の対応
策について検討。

＜活動状況＞
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北 海 道 開 発 局

：設置済み
：未設置

急速ＥＶ充電施設設置一覧（全体図）

「道の駅」を活用した次世代自動車普及促進
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道路排雪の雪冷熱エネルギー活用（沼田町の事例）

〇冬に国道の排雪を集積しておき、夏に周辺施設の冷熱エネルギー
として利活用を推進

サーモンパーク千歳

【 沼田式雪山センターの事例 】

雪の取出し

雪堆積状況

雪の直接運搬による冷熱の利用

利雪型低温
籾貯蔵施設

沼田町養護老人ホーム沼田町生涯学習総合センター

（写真：沼田町提供）近年の国道からの雪搬入実績
（R2年度17,000m3、R3年度16,100m3） 11



北海道水素地域づくりプラットフォームの取組（開発連携推進課）

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの導入を促進するため、産学官が連携して水素を
活用した地域分散型エネルギーシステムによる地域づくりの検討等を行う『北海道水素地域づく
りプラットフォーム』 （座長：佐伯浩 北海道大学名誉教授）を設置・運営

現状と課題

〇北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーが十分に活用されていない
♦出力が不安定であることに加え、送電設備の容量が不足しているため、接続可能量が限定的。

〇北海道の再生可能エネルギーの賦存量は全国の約３割
♦風力、太陽光、地熱、バイオマスなどの再生可能エネルギーが豊富に賦存。

水素の製造、貯蔵、輸送に要するコストを商業ベースで低減するための研究開発や水素利用普及のための啓発活動が必要。

再生可能エネルギーの更なる活用のためには水素が有効
再生可能エネルギーの変動分や余剰分として系統に流せない電気を水素に換え、貯蔵・利用することができれば、
CO２排出量削減や化石燃料依存といった課題の解決に貢献。

水素活用の課題

北海道水素地域づくりプラットフォーム（H27.5設置）

○会員間で水素を活用した地域づくりに係る取組に係る課題の共有や意見交換（年に１～２回程度の会合開催）
○自治体会員を対象とした勉強会（年に１～２回程度開催）
○先進事例の視察（R3は福島県を訪問。R4は11月に福岡県を訪問予定）

参加団体数６７団体

主な活動内容

R４年度会合（ハイブリッド） R４年度水防演習での展示
R3年度福島再生可能エネルギー研究所
の視察（福島県郡山市）

12



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．ゼロカーボン北海道に資する支援メニュー

北海道開発局



令和５年度予算概算要求概要（都市局・水管理・国土保全局（下水道部）・住宅局）

令和５年度 都市局関係 予算概算要求概要
（令和４年８月 国土交通省都市局）より
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令和５年度予算概算要求概要（都市局・水管理・国土保全局（下水道部）・住宅局）
令和５年度 都市局関係 予算概算要求概要（令和４年８月 国土交通省都市局）より
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令和５年度予算概算要求概要（都市局・水管理・国土保全局（下水道部）・住宅局）
令和５年度 水管理・国土保全局関係 予算概算要求概要
（令和４年８月 国土交通省水管理・国土保全局）より
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令和５年度予算概算要求概要（都市局・水管理・国土保全局（下水道部）・住宅局）

令和５年度 住宅局関係予算概算要求概要
（令和４年８月 国土交通省住宅局）より
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令和５年度予算概算要求概要（都市局・水管理・国土保全局（下水道部）・住宅局）
令和５年度 住宅局関係予算概算要求概要
（令和４年８月 国土交通省住宅局）より
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令和５年度予算概算要求概要（都市局・水管理・国土保全局（下水道部）・住宅局）
令和５年度 住宅局関係予算概算要求概要
（令和４年８月 国土交通省住宅局）より
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